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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

２．当社は、第34期第２四半期累計期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、第34期第２四半
期累計期間にかかる主要な経営指標等の推移については記載しておりません。  

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載してお
りません。 

５．第34期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、平

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第35期 
第２四半期 
累計期間 

第34期 

会計期間 

自平成23年 
 ４月１日 
至平成23年 
 ９月30日 

自平成22年 
 ４月１日 
至平成23年 
 ３月31日 

売上高（千円）  9,186,802  16,945,644

経常利益（千円）  623,765  839,719

四半期（当期）純利益（千円）  334,393  440,700

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

 －  －

資本金（千円）  437,097  173,977

発行済株式総数（株）  1,206,015  1,006,015

純資産額（千円）  2,535,497  1,684,891

総資産額（千円）  7,510,331  7,105,269

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

 300.12  438.07

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 272.55  －

１株当たり配当額（円）  －  10

自己資本比率（％）  33.8  23.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 172,609  1,071,644

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △60,772  △254,976

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 364,866  △395,119

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

 1,711,950  1,235,247

回次 
第35期 
第２四半期 
会計期間 

会計期間 

自平成23年 
 ７月１日 
至平成23年 
 ９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 
（円） 

 99.38
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成23年３月期末時点において当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しており
ません。 

  

 当第２四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
また、主要な関係会社における異動もありません。  

２【事業の内容】 
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 当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した
事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

   文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。  
  
（1)業績の状況 
 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、諸外国の財政不安などから株価低迷と円高が続いております
が、国や企業の目標が「震災復興」と明確であること、サプライチェーン回復に伴い輸出関連産業の業績が回復
傾向にあること、諸外国にくらべ財政上の不安が少ないことなどが好感視され、株式市場は低調ながら堅調に推
移しております。 
 食品業界におきましては、放射能汚染の事実の判明やそれに伴う風評被害が頻発しているほか、世界的な食糧
需要の高まりや国内の天候不良などによる主要原材料の価格高騰が続いており、各社とも安全性と価格の両面で
原材料確保や収益確保に苦慮しております。 
 このような状況下、当社におきましては、主要原材料の価格高騰に対して、仕入経路強化や自社製品の生産性
向上などで対応するとともに、大阪王将ブランドの認知度向上を企図した各種広告・販売促進活動も活発化さ
せ、生産効率の維持・向上を図ってまいりました。 
 以上の結果、当第２四半期累計期間の当社の業績は、売上高が91億86百万円、営業利益が６億37百万円、経常
利益が６億23百万円、四半期純利益は３億34百万円となりました。 
  
 なお、セグメント別の業績は、以下のとおりであります。 

  
①外食事業 
外食事業におきましては、大阪王将業態の加盟店展開のほか、不採算店や戦略的役割を終えた直営店舗の
業態転換も順調に進み、収益構造改善を進めてまいりました。 
なお、当第２四半期累計期間におきましては、加盟店22店舗、直営店４店舗の計26店舗を出店した一方、
加盟店４店舗、直営店４店舗を閉店した結果、当第２四半期末店舗数は、加盟店326店舗（うち海外９店
舗）、直営店29店舗の計355店舗（うち海外９店舗）となっております。なお、独立支援制度により１店舗
を直営店から加盟店へと変更しております。 
以上の結果、外食事業における当第２四半期累計期間の売上高は、47億37百万円となりました。  
  

②食料品販売事業 
食料品販売事業におきましては、東北地区の販売網が震災発生前の状況までに概ね回復したほか、前事業
年度に新たに販売を開始した近畿地区の一般量販店に対する販売強化も着実に進めてまいりました。 
以上の結果、食料品販売事業における当第２四半期累計期間の売上高は、44億49百万円となりました。  

  
（2)財政状態の分析 
（資産の部） 
 当第２四半期会計期間末の総資産の残高は、前事業年度末と比較して４億５百万円増加し、75億10百万円と
なりました。主な増減要因は次のとおりであります。 
流動資産は、前事業年度末より５億５百万円増加し、47億52百万円となりました。主な要因は、株式の発行
に伴う現金及び預金の増加であります。 
固定資産は、前事業年度末より１億円減少し、27億58百万円となりました。主な要因は、減価償却に伴う有
形固定資産の減少であります。 
  
（負債の部）  
 当第２四半期会計期間末の負債の残高は、前事業年度末より４億45百万円減少し、49億74百万円となりまし
た。主な増減要因は以下のとおりであります。 
流動負債は、前事業年度末より４億44百万円減少し、39億40百万円となりました。主な要因は、未払金およ
び１年内返済予定の長期借入金の減少であります。 
固定負債は、前事業年度末より０百万円減少し10億34百万円となりました。固定負債その他（預り保証金）

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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が増加したものの長期借入金が減少したことにより、前事業年度末と概ね変動はありません。 
なお、借入金と社債の残高は、前事業年度末より１億11百万円減少し、３億16百万円となりました。 
  
（純資産の部）  
当第２四半期会計期間末の純資産の残高は、前事業年度末より８億50百万円増加し、25億35百万円となりま
した。主な要因は、株式の発行に伴う資本金および資本剰余金の増加であります。 

  
（3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に対して
４億76百万円増加し、17億11百万円となりました。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は１億72百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益６億７百万円
の計上、売上割戻引当金の減少額76百万円、未払金の減少額２億55百万円、法人税等の支払額２億67百万円に
よるものであります。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は60百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出86百万
円、差入保証金の回収による収入36百万円によるものであります。 
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果得られた資金は３億64百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出１億
６百万円、株式の発行による収入５億26百万円によるものであります。 

  
（4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 
  

（5)研究開発活動 
特記すべき事項はありません。 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

  
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  2,400,000

計  2,400,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

    内容 

普通株式  1,206,015  1,206,015

大阪証券取引所 
JASDAQ市場 

（スタンダード）  

  単元株式数 
    100株 

計  1,206,015  1,206,015 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

 －  1,206,015  －  437,097  －  369,533
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（６）【大株主の状況】 
    平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

文野 直樹 大阪府枚方市  327,190  27.13

有限会社ストレート・ツリー・エフ 大阪府枚方市東香里３丁目３１―９  100,000  8.29

株式会社ソウ・ツー 大阪府枚方市桜町９番１号  80,000  6.63

イートアンド社員持株会 大阪市中央区南久宝寺町２丁目１-５  74,695  6.19

文野 新造 大阪府枚方市  60,000  4.98

文野 千津子 大阪府枚方市  45,000  3.73

ノーザン トラスト カンパニー 
エイブイエフシー リ ノーザン 
トラスト ガンジー ノン トリー
ティー クライアンツ 
（常任代理人 香港上海銀行 東京
支店） 

 50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14, 
 5NT,UK 
（東京都中央区日本橋３丁目１１―１） 

 41,700  3.46

サントリービア＆スピリッツ株式会
社 

東京都港区台場２丁目３―３  34,000  2.82

森 孝裕 大阪市港区  29,500  2.45

文野 弘美 大阪府枚方市  22,100  1.83

計 －  814,185  67.51
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①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  
  

（７）【議決権の状況】 

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    1,205,600  12,056 － 

単元未満株式 普通株式           415 － － 

発行済株式総数  1,206,015 － － 

総株主の議決権 －  12,056 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 所有者の住所 自己名義所有株式

数（株） 
他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号）に基づいて作成しております。 
  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成
23年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸
表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 
  

３．四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,272,555 1,752,258 
売掛金 2,409,783 2,463,475 
商品及び製品 322,719 326,245 
原材料及び貯蔵品 41,592 48,076 
前払費用 59,355 67,161 
繰延税金資産 115,819 92,712 
その他 52,257 28,897 
貸倒引当金 △27,146 △26,774 

流動資産合計 4,246,936 4,752,053 
固定資産   
有形固定資産   
建物（純額） 726,943 691,934 
土地 882,004 882,004 
その他（純額） 523,990 477,726 
有形固定資産合計 2,132,939 2,051,665 

無形固定資産 41,223 39,493 
投資その他の資産   
差入保証金 425,110 422,341 
繰延税金資産 134,653 120,430 
その他 154,930 154,369 
貸倒引当金 △30,523 △30,023 

投資その他の資産合計 684,170 667,118 

固定資産合計 2,858,333 2,758,277 

資産合計 7,105,269 7,510,331 
負債の部   
流動負債   
買掛金 1,754,042 1,822,082 
短期借入金 112,000 116,560 
1年内返済予定の長期借入金 204,005 148,111 
1年内償還予定の社債 20,000 10,000 
未払金 1,155,723 856,785 
未払費用 186,252 188,850 
未払法人税等 214,410 190,800 
賞与引当金 121,661 128,294 
役員賞与引当金 14,140 10,275 
売上割戻引当金 401,028 324,350 
その他 202,075 144,616 
流動負債合計 4,385,340 3,940,724 
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

固定負債   
長期借入金 92,254 42,096 
退職給付引当金 64,191 65,682 
役員退職慰労引当金 247,780 255,950 
その他 630,812 670,380 
固定負債合計 1,035,037 1,034,109 

負債合計 5,420,378 4,974,834 

純資産の部   
株主資本   
資本金 173,977 437,097 
資本剰余金 106,413 369,533 
利益剰余金 1,404,130 1,728,463 
株主資本合計 1,684,521 2,535,094 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 370 403 
評価・換算差額等合計 370 403 

純資産合計 1,684,891 2,535,497 

負債純資産合計 7,105,269 7,510,331 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 9,186,802 
売上原価 5,927,686 
売上総利益 3,259,116 
販売費及び一般管理費 ※  2,621,482 

営業利益 637,633 
営業外収益  
受取利息 762 
受取配当金 101 
受取手数料 5,983 
貸倒引当金戻入額 872 
雑収入 1,021 
営業外収益合計 8,741 

営業外費用  
支払利息 5,515 
社債利息 50 
株式交付費 5,716 
株式公開費用 9,481 
雑損失 1,844 
営業外費用合計 22,609 

経常利益 623,765 
特別利益  
投資有価証券売却益 180 
特別利益合計 180 

特別損失  
固定資産除却損 12,252 
投資有価証券売却損 80 
減損損失 2,139 
店舗閉鎖損失 2,203 
特別損失合計 16,676 

税引前四半期純利益 607,269 
法人税、住民税及び事業税 235,569 
法人税等調整額 37,306 
法人税等合計 272,876 

四半期純利益 334,393 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 607,269 
減価償却費 130,594 
減損損失 2,139 
店舗閉鎖損失 2,203 
投資有価証券売却損益（△は益） △99 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,491 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,170 
賞与引当金の増減額（△は減少） 6,632 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3,865 
売上割戻引当金の増減額 △76,677 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △872 
受取利息及び受取配当金 △864 
支払利息 5,565 
株式交付費 5,716 
株式公開費用 9,481 
有形固定資産除売却損益（△は益） 12,252 
売上債権の増減額（△は増加） △53,691 
たな卸資産の増減額（△は増加） △10,010 
その他の資産の増減額（△は増加） △22,161 
仕入債務の増減額（△は減少） 68,039 
未払費用の増減額（△は減少） 2,618 
未払金の増減額（△は減少） △255,627 
未払消費税等の増減額（△は減少） △52,135 
預り保証金の増減額（△は減少） 62,600 
その他の負債の増減額（△は減少） △3,733 

小計 445,037 
利息及び配当金の受取額 805 
利息の支払額 △5,512 
法人税等の支払額 △267,720 

営業活動によるキャッシュ・フロー 172,609 
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
定期預金の預入による支出 △3,000 
有形固定資産の取得による支出 △86,934 
無形固定資産の取得による支出 △5,300 
投資有価証券の取得による支出 △1,907 
投資有価証券の売却による収入 763 
貸付金の回収による収入 4,373 
差入保証金の差入による支出 △5,307 
差入保証金の回収による収入 36,540 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,772 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の増減額（△は減少） 4,560 
長期借入金の返済による支出 △106,052 
社債の償還による支出 △10,000 
株式の発行による収入 526,240 
配当金の支払額 △10,060 
株式の発行による支出 △15,198 
リース債務の返済による支出 △24,622 

財務活動によるキャッシュ・フロー 364,866 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 476,703 
現金及び現金同等物の期首残高 1,235,247 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,711,950 
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 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 ※ 当社は、第34期第２四半期累計期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、第34期第２四半期累計
   期間における販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額を記載しておりません。 
   

  

Ⅰ 当第２四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 
１．配当に関する事項 
(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後
となるもの 
該当事項はありません。 
  
２．株主資本の金額の著しい変動 
 当社は、平成23年６月24日付の大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場（スタンダード）への株式上場にあた
り、募集新株式を発行し、平成23年６月23日に払込が完了いたしました。この結果、資本金および資本準備
金がそれぞれ263,120千円増加し、当第２四半期会計期間末における資本金が437,097千円、資本剰余金が
369,533千円（うち、資本準備金が369,533千円）となっております。 

【追加情報】 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
 第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正
に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】 
（損益計算書関係） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

給与手当 千円729,573
賞与引当金繰入額  105,691
退職給付費用   20,842
役員退職慰労引当金繰入額  8,170
役員賞与引当金繰入額  10,275
運賃  472,733

減価償却費  74,683

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対 
  照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在） 
(千円） 

現金及び預金勘定 1,752,258
預入期間が３か月を超える定期預金  △40,307

現金及び現金同等物  1,711,950

（株主資本等関係） 

  
決議 
  

  
株式 
の種類 
  

  
配当金 
の総額 
（千円） 

1株当たり 
配当額 
（円） 

  
基準日 
  

  
効力発生日 

  

  
配当 
の原資 
  

平成23年６月28日
定時株主総会 

普通 
株式 

 10,060  10 平成23年３月31日 平成23年６月29日 
利益 
剰余金 
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        関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。  
  

（持分法損益等） 
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当第２四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

（注）１．当第２四半期累計期間におけるセグメント利益の調整額△48,196千円は、各報告セグメントに配分していな
い全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 
（固定資産に係る重要な減損損失） 
 「外食事業」セグメントの店舗設備について、2,139千円の減損損失を計上しております。 
  
（のれんの金額の重要な変動） 
 該当事項はありません。 
  
（重要な負ののれん発生益） 
 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  （単位：千円）

  
報告セグメント 

合計 調整 
(注)１  

 四半期損益 
 計算書合計 
 額(注)２ 外食事業 食料品 

販売事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高  4,737,476  4,449,326  9,186,802  9,186,802  －  9,186,802

セグメント間の内部売上高 
または振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  4,737,476  4,449,326  9,186,802  9,186,802  －  9,186,802

セグメント利益  452,725  233,104  685,830  685,830  △48,196  637,633
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。  
  

（１株当たり情報） 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 300 12

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円）  334,393

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  334,393

普通株式の期中平均株式数（株）  1,114,211

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 272 55

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円）  －

普通株式増加数（株）  112,705

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

－  

（重要な後発事象） 
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 該当事項はありません。 
   

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

  平成23年11月11日

イートアンド株式会社   

  取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 橋田 光正 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 野邊 義郎 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイートアンド株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第35期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平
23年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す
なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行
った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イートアンド株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって
終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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